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平成２２年３月期

第２四半期決算説明会
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【第一部】【第一部】

１．平成２２年３月期第２四半期の業績１．平成２２年３月期第２四半期の業績
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（億円）

223―△ 142341営 業 利 益

△ 119―△ 165204四半期(当期)純利益

111―△ 145352経 常 利 益

10,17058.4%3,3985,814売 上 高

2121年年33月期月期
対前年対前年
同期比同期比

2222年年33月期月期
第第22四半期四半期

2121年年33月期月期
第第22四半期四半期

11--11）） 財務データ①財務データ①
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（億円）

11--22）） 財務データ財務データ②②

2,162(118.2%)2,5551,849有 利 子 負 債

55891.7%244266減 価 償 却 費

51161.2%148243設 備 投 資 額

1,277(93.6%)1,1941,356棚 卸 資 産

2121年年33月期月期

対前年対前年

同期比同期比
((対前期比対前期比))

2222年年33月期月期
第第22四半期四半期

2121年年33月期月期
第第22四半期四半期

※比較対象の数値を青色で表示しております。
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2,396

1,325

424

2,400

1,648

593

2,088

469

1,419

381

218

207

8,303

1,867

2,973

425

上期 1,017

上期 4,796

0 2,000 4,000 6,000 8,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000

1Q 2Q 3Q 4Q （億円）

11--33）） 事業別事業別売上高売上高

22年3月期

21年3月期

工作機械等

22年3月期

21年3月期

機械器具部品

※(　　)内は対前年同期比

(62.0%)

(41.8%)
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1,484

854

595

289

406

199

1,610

1,043

614

350

414

222

1,344

490

374

954

310

262

5,392

2,009

1,456

1,897

639

421

上期 820

上期 1,209

上期 3,094

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

1Q 2Q 3Q 4Q （億円）

11--44）） 地域別売上高地域別売上高

22年3月期

21年3月期

北 米

22年3月期

21年3月期

欧 州

22年3月期

21年3月期

日 本

※(　　)内は対前年同期比

(52.9%)

(61.3%)

(51.4%)

301

177

319

208

301 247 1,168

385

54

上期 620

上期 69
143

0 1,000

0 1,000

22年3月期

21年3月期

そ の 他

22年3月期

21年3月期

ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ

(62.1%)

(79.0%)

※海外については、12月決算であるため、期間に3ヶ月のズレがあります。
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（億円）

11--55）） 事業別営業利益事業別営業利益
売上高(左軸) 営業利益(右軸) 営業利益率

2,396 2,400
2,088

1,419 1,325
1,648

139 110

△138
△2△3 △66

△1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

△200

0

200

400

600

8005.8% 4.6%
△0.2%

△9.7%
△5.0%

△0.1%

機械器具部品機械器具部品機械器具部品

22年3月期21年3月期
2Q1Q4Q3Q2Q1Q

424
593

469 381
218 20730

60
17 6

△42 △33
△500

0

500

1,000

△100

0

100

2007.1% 10.1% 3.7% 1.7%

△19.3% △16.2%

工 作 機 械等工作機械等工作機械等

22年3月期21年3月期
2Q1Q4Q3Q2Q1Q

※セグメント間の「消去」については記載しておりません。
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301 319 301

247

177
20855 51 50

23 20
10

0

200

400

0

50

100

406 414 374
262 199 222

9 4

△9

△62

△15

0

△500

0

500

1,000

△100

0

100

200

595 614
490

310 289 350

13 15 1

△36
△12 △3

△500

0

500

1,000

△100

0

100

200

1,484 1,610
1,344

954 854
1,043

75 105

△22

△95 △104
△34

△1,000

0

1,000

2,000

△200

0

200

400

（億円）

11--66）） 地域別営業利益地域別営業利益

22年3月期21年3月期

2Q1Q4Q3Q2Q1Q

日 本日 本日 本 売上高(左軸) 営業利益(右軸)
営業利益率 欧 州欧 州欧 州

22年3月期21年3月期

2Q1Q4Q3Q2Q1Q

22年3月期21年3月期

2Q1Q4Q3Q2Q1Q

北 米北 米北 米

22年3月期21年3月期

2Q1Q4Q3Q2Q1Q

ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ

5.1% 6.5%
△1.7%

△10.0% △12.3%
△3.3% 2.3% 2.6% 0.4%

△11.8%
△4.3%

△0.9%

2.4% 1.1% △2.5% △7.9%

△24.0%

0.2%
18.3% 16.2% 16.8%

9.4% 11.3%
4.9%

※「その他の地域」およびセグメント間の「消去」については記載しておりません。
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２．平成２２年３月期の事業計画２．平成２２年３月期の事業計画
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101022--11）） 財務データ財務データ

（億円）

2121年年33月期月期 2222年年33月期月期 対前期比対前期比

売 上 高 10,170 7,400 72.8%

営 業 利 益 223 △ 40 ―

経 常 利 益 111 △ 50 ―

当 期 純 利 益 △ 119 △ 110 ―

設 備 投 資 額 511 320 62.6%

減 価 償 却 費 558 500 89.6%

125.00E U R O

90.00U S $

前提為替レート(下期)
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111122--22）） 事業別事業別売上高売上高

（億円）

4,796

1,017

3,507

850

425
(41.8%)

2,973
(62.0%)

425
(50.0%)

3,577
(102.0%) 6,550

850

1,867

8,303

0 2,000 4,000 6,000 8,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000

上期 下期

22年3月期

21年3月期

工作機械等

22年3月期

21年3月期

機械器具部品

※(　　)内は対前年同期比

(78.9%)

(45.5%)
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121222--33）） 地域別売上高地域別売上高

（億円）※(　　)内は対前年同期比

3,094

1,209

820

2,298

800

636

421
(51.4%)

639
(52.9%)

1,897
(61.3%)

479
(75.2%)

721
(90.0%)

2,243
(97.6%)

5,392

2,009

1,456

900

1,360

4,140

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

上期 下期

620 548

385
(62.1%)

495
(90.4%)

1,168

880

120

143

0 1,000

0 1,000

22年3月期

21年3月期

北 米

22年3月期

21年3月期

欧 州

22年3月期

21年3月期

日 本

22年3月期

21年3月期

そ の 他

22年3月期

21年3月期

ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ

(76.8%)

(67.7%)

(61.8%)

(75.3%)

(83.4%)
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【第二部】【第二部】

2. 将来の成長に向けた事業戦略の展開

3. 軸受事業の基盤強化

4. まとめ

1. 「収益基盤」の再構築
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2. 需要に応じた要員調整

3. グローバル生産体制の再構築

4. 国内物流体制の再構築

①国内生産体制 ② 海外生産体制
③ 北米ステアリング生産体制

5. 「収益基盤」の再構築まとめ

1. マーケット動向

１．１． 「収益基盤」の再構築「収益基盤」の再構築

◇変動費の完全な変動費化

◇生産規模に応じた固定費の削減

取り組みの着眼点

損益分岐点の引き下げ損益分岐点の引き下げ



JTEKT　Corporation

1515

0

4,000

8,000

12,000

16,000

06年度 07年度 08年度 09年度 10年度

0

20

40

60

80

100

07年 08年 09年 10年 13年

11--11）） マーケット動向マーケット動向

世界自動車生産台数世界自動車生産台数 日本工作機械受注額日本工作機械受注額

（百万台）

日本 北米 西欧 中国 インド その他
（億円）

内需 外需

09年で底を打つものの

10年の見通しは不透明

先行きが
不透明

長期的な低迷が鮮明に

出典　ＧＩ ‘09/9月版 出典　日本工作機械工業会

不透明
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161611--22）） 需要に応じた要員調整需要に応じた要員調整

日本での取り組み日本での取り組み

工作機械事業の要員調整工作機械事業の要員調整

＜これまでの取り組み＞

◇非正規社員の
　　　　契約更新停止

◇残業ゼロ化

◇役員・基幹職の
　　　　　　給与カット等

－追加施策－
◇管理間接部門の
　　　　　　　　社内生産応援

◇社外生産応受援

◇新人者工程づくり

◇「技能伝承道場」の充実

◇多能工化の教育訓練強化

08年度 09年度

【 08年度1Qを100とした時の

　　　　　　　　　人員数と生産高の指数 】

フレキシブルな要員調整

生産高に対応した人員へ調整
08年9月人員数 09年10月人員数

先行開発・体質改革プロジェクト

他事業本部への異動・生産応援

他社への生産応援

非正規社員の契約更新停止

工作機械事業人員

’08年比　１／３化

※機械器具部品事業

0

20

40

60

80

100 人員 生産
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171711--33）） グローバル生産グローバル生産体制体制のの再構築再構築--①① 国内生産体制国内生産体制

奈良工場

JATH(タイ)

◎名古屋

豊橋工場

幸田工場
岡崎工場

花園工場

刈谷工場

東刈谷工場

09年12月

メカトロ事業 休止

10年3月 休止

RBS・C-EPS

スタータクラッチ

RBS部品

油圧PS部品

油圧PS

PLC

PLC

再編のねらい再編のねらい

◇合併による

　　　　　生産品目の重複解消

◇EPS化に伴う

　　　　　油圧PS減産の対応

◇工場間部品物流のムダ排除

工場間寄せ止めによる工場間寄せ止めによる

生産性向上生産性向上

国内生産体制再構築
目処付け完了

EPS部品
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STEP 1STEP 1

現状の生産ラインを

を上げる

増やさずに､生産能力

STEP 2STEP 2

工場内寄せ止め

STEP 3STEP 3

工場間寄せ止め

STEP 4STEP 4

拠点再編
の検討の実施 の実施

11--3)3) グローバル生産グローバル生産体制体制のの再構築再構築--②② 海外生産体制海外生産体制

取り組みのSTEP取り組みのSTEP

JPS ３本柱の徹底・定着 （可動率・直行率向上､やり終い）

生産品種の集約・物流改善・内製拡大

欧州欧州 米州米州

＜ステアリング・駆動＞

◇ 北米生産拠点の再編

＜ステアリング＞

◇ フランス生産拠点の再編

JAVA（北米-ステアリング）
‘１０年３月 閉鎖

JAVA（北米-ステアリング）
‘１０年３月 閉鎖
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JAVA
（バージニア）

JATV
（テネシー）

JATX
（テキサス）

JATM
（テネシー）

11--3)3) グローバル生産グローバル生産体制体制のの再構築再構築--③③ 北米生産体制北米生産体制

：JAVA閉鎖に伴うライン移設　

‘１０年３月 閉鎖‘１０年３月 閉鎖北米ステアリング拠点　４拠点から３拠点体制へ北米ステアリング拠点　４拠点から３拠点体制へ

C-EPSライン移設

C-EPSライン移設

ギヤライン移設
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202011--44）） 国内物流体制の再構築国内物流体制の再構築

関東・中部・関西の３物流拠点に統合

物流総コスト削減物流総コスト削減 ・物流拠点集約による少便化
・倉庫費用の削減
　　　年間 約６億円のコスト削減

・物流拠点集約による少便化
・倉庫費用の削減
　　　年間年間 約６億円のコスト削減約６億円のコスト削減

在庫削減
滞留期間短縮

在庫削減
滞留期間短縮

CO2排出量削減CO2排出量削減

「客先別-品番別在庫管理」から
「品番別在庫管理」へ

「客先別-品番別在庫管理」から
「品番別在庫管理」へ

関東DCへ
集約

関西DCへ
集約

中部DCを
新設

関東地区（６→１拠点）関東地区（６→１拠点） 中部地区（２→１拠点）中部地区（２→１拠点） 関西地区（５→１拠点）関西地区（５→１拠点）

既存拠点への集約 新設拠点への集約 統合された拠点
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212111--55）） 「収益基盤」の再構築まとめ「収益基盤」の再構築まとめ

損益分岐点の引き下げ損益分岐点の引き下げ

損益分岐点のさらなる引き下げ

◇ 生産規模に応じた固定費の削減

◇ 変動費の完全な変動費化

需要に応じた人員調整

生産拠点再編

設備投資圧縮・内製化拡大

経費削減etc

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2008年度 2009年度

損益分岐点の推移損益分岐点の推移
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222211--55）） 「収益基盤」の再構築まとめ「収益基盤」の再構築まとめ

第３四半期から黒字転換へ第３四半期から黒字転換へ
営業利益 売上高

日本日本

１Q 2Q2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q

2008年度 2009年度

150
（億円）

100

50

0

△50

2000

1000

0

営業利益 売上高

（億円）

△100

△150

2008年度 2009年度

800

400

欧州欧州

１Q 2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q

（億円）
営業利益 売上高

（億円）

0

40

20

0

△20

△40

アジア・オセアニアアジア・オセアニア

１Q 2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q

2008年度 2009年度

（億円）

営業利益 売上高

（億円）

300

200

100

0

60

40

20

0

北米北米

１Q 2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q

2008年度 2009年度

△60

△40

△20

60

40

20

0

（億円）
営業利益

500

300

0

売上高

（億円）
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1. 新興国市場における事業強化

2. 産業機械市場における事業強化

① ステアリング供給体制構築

① 事業戦略

② 地域販売網の強化・拡充

③ 設備関連事業の強化

3. 需要動向に即応した技術・商品開発の強化
① ステアリング ～地域・商品別戦略～

④ JTFの紹介

２．２． 将来の成長に向けた事業戦略の展開将来の成長に向けた事業戦略の展開
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インド　
ハリヤナ州

ブラジル
パラナ州

<中国５拠点>

インドネシア
ブカシ州

完成　　　： ０８年２月　
生産開始： １０年２月予定

完成 ：０９年５月　

生産開始：０９年９月

（長春・天津・厦門・
新郷・広州）

設立：９６年６月から稼動
（写真：厦門ＪＳＳＸ　）

改築完 ：１０年３月　

生産開始：１０年１０月予定

現法名・地域 生産品目 ねらい

Ｃ－ＥＰＳ

油圧ＰＳ
油圧ＰＳ部品

油圧ＰＳ
Ｃ－ＥＰＳ

Ｃ－ＥＰＳ
ＭＳギヤ

・油圧PS需要増への対応
⇒油圧ライン増設、加工内製化拡大
　　新建屋により設備能力１．５倍

・将来のEPS現地生産化への布石

・中国におけるＥＰＳ需要増への対応

・自主ブランド車への拡販　

・EPS需要増への対応
　⇒ 小型車市場のEPS拡大に対応

・高品質EPSの提供

・成長するインドネシア市場への布石

・アセアン拠点を活用した
　供給体制構築

22--11)) 新興国市場における事業新興国市場における事業強化強化

①ステアリング供給体制構築

<JSAI>

<JABR>

<JID>
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鉄鋼

風力発電 ＜ターゲット＞
　中国・インド・韓国メーカー

＜ターゲット＞
　中国・インド・韓国メーカー

＜強化部位＞
発電機・増速機

＜ターゲット＞　
　◇鉄鋼メーカー
　　　中国・韓国・台湾・ブラジル
　◇プラントメーカー
　　　欧州・中国　

＜ターゲット＞　
　◇鉄鋼メーカー
　　　中国・韓国・台湾・ブラジル
　◇プラントメーカー
　　　欧州・中国　

新材料、熱処理技術
による長寿命化

新材料、熱処理技術
による長寿命化

高性能品
（セラミック玉軸受）

高性能品
（セラミック玉軸受）

22--2)2) 産業機械市場に産業機械市場における事業おける事業強化強化 ①① 軸受事業戦略軸受事業戦略

08年度 11年度 13年度

風力発電用軸受　販売目標風力発電用軸受　販売目標

（08年度を100とした場合の販売伸び率）

鉄鋼用軸受　販売目標鉄鋼用軸受　販売目標

（08年度を100とした場合の販売伸び率）

08年度 11年度 13年度
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08年度 11年度 13年度

KBIN設立（09年7月）
軸受販売現法

TMI設立（08年8月）
工作機械販売・ｻｰﾋﾞｽ現法

工作機械販売店

軸受販売代理店

工作機械販売店

軸受販売代理店

インド中国

＜ターゲット＞
◇民族系メーカーへの拡販
◇エネルギー・鉄鋼・農機・建機等の重点分野

＜ターゲット＞
◇民族系メーカーへの拡販
◇エネルギー・鉄鋼・農機・建機等の重点分野

22--22）産業機械）産業機械市場市場における事業における事業強化強化 ②②地域販売網の強化地域販売網の強化

（08年を100とした販売伸び率）

中国市場の産機市販　販売目標中国市場の産機市販　販売目標

３倍増

販売網の強化・拡充販売網の強化・拡充
◇大手商社網

◇販売代理店網

◇関係会社販売網

強化・拡充

TMI     Toyoda   Micromatic　machinery　India　Ltd．
KBIN   Koyo　Bearing　ＩNｄｉａ　Private Limited
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設備関連事業のグループ連携設備関連事業のグループ連携

◇ ３社の要素技術共有による開発効率向上

産業機械・航空機・エネルギー分野の商品ラインアップ充実産業機械・航空機・エネルギー分野の商品ラインアップ充実

非金属
研削技術

制御技術
解析技術

5軸要素
複合要素

5軸・複合要素

複合研削盤

5軸マシニングセンタ
複合加工マシニングセンタ
超精度研削盤

マシニングセンタ
金型加工仕様

◇新製品13機種を市場投入

航空機分野 エネルギｰ分野産業機械・金型分野

ＦＨ１２５０ＳＷ
横形マシニングセンタ
クイル主軸（Ｗ軸）仕様

Ｓｅｌｅｃｔ‐Ｇ７
大形万能研削盤

ＴＧ４
グライディングセンタ
砥石台自動旋回　　

ＵＸ５７０
５軸立形

マシニングセンタ

ＰＶ640Ｊ
ＡＰＣ型立形
マシニングセンタ

ＦＶ２０９０Ｓ
立形マシニングセンタ

ＳＢ３０１６
門形マシニングセンタ　

複合加工機・5軸加工機・大型加工機シリーズ拡大複合加工機・5軸加工機・大型加工機シリーズ拡大

産業機械分野での
商品ラインナップ充実

22--22）） 産業機械市場における事業強化産業機械市場における事業強化 ③③ 設備関連事業の強化設備関連事業の強化

ジェイテクト
ジェイテクト

三井精機工業
三井精機工業

光洋機械工業
光洋機械工業
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会期　　　　：　11月4日、5日
場所　　　　：　ジェイテクト　カスタマーセンター（愛知県刈谷市）
コンセプト　：　モノづくりの明日が見える

◇JTEKT　Technical　Fair　2009

工作機械・メカトロ事業の新製品展示を中心に、
ジェイテクトグループ各社の製品を展示

22--22）） 産業機械市場における事業強化産業機械市場における事業強化 ④④ JTFJTFの紹介の紹介

～新製品１３機種を発表～
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292922--33）） 需要動向に即応した技術・商品開発の強化需要動向に即応した技術・商品開発の強化

①ステアリング～地域・商品別戦略～

地域別・商品別戦略の展開による新規顧客開拓地域別・商品別戦略の展開による新規顧客開拓

商品
戦略

A/B/Cセグメント車

D/E/Fセグメント車

C-EPSの商品力向上

地域別、顧客別商品展開（DP-EPS / RD-EPS / H-EPS）

セグメント
A B C 　　　 D E

バ
リ
ュ
ー

C-EPS
（ブラシ付き）

C-EPS
（ブラシレス）

DP-EPS
RD-EPS
H-EPS

～高出力と車両搭載性向上を同時に実現～

減速機

モータ
ＥＣＵ

ハンドル軸

＜新商品 DP-EPSの市場投入＞
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ニードル軸受事業買収の概要

３．３． 軸受事業の基盤強化軸受事業の基盤強化
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313133--11）） ニードル軸受事業買収の概要①ニードル軸受事業買収の概要①

自動車用ニードル軸受の世界需要動向自動車用ニードル軸受の世界需要動向

0

1,000

2,000

3,000

4,000

09年 11年 13年 15年 19年

（億円）

＜ニードル軸受需要＞
　◇自動車のトランスミッションの進化

　　　AT　→　多段AT
　　　MT  →　ﾃﾞｭｱﾙｸﾗｯﾁﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ
　◇ 低燃費・低排ガス車の需要拡大

ティムケン社ニードル軸受のポジションティムケン社ニードル軸受のポジション

A社

30％

26％

ジェイテクト
＋

ティムケン社

C社

10％

10％

24％

B社

その他

08年
推定

＜グローバルシェア＞ ＜市場別販売構成＞

ティム
ケン社
内訳

60％

40％ 自動車

産業機械

＜自動車部位別の構成＞

トランス
ミッション

49％

エンジン
20％

その他

31％ ティム
ケン社
内訳

自動車
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323233--11）） ニードル軸受事業買収の概要②ニードル軸受事業買収の概要②

　生産拠点　：　 12拠点（米州4 / 欧州6 / 中国1）
　開発拠点　：　　 3拠点（米州1 / 欧州2）
　売上高　 　：　621百万米ドル（08年）

ニードル軸受事業買収の狙いニードル軸受事業買収の狙い

　◇ グローバルでの開発・生産体制の拡充
　◇ 顧客基盤の拡大
　◇ 高い生産技術力の獲得
　◇ ドライブトレーンの強化

自動車用軸受
世界NO.1の地位確保

自動車用軸受
世界NO.1の地位確保

＜ティムケン社のニードル事業の概要＞

今後の予定今後の予定

◇ 事業運営開始予定　　　2010年1月1日

◇ ニードル事業推進室を新設

　　→ 分離・独立・統合の3ステップで両社共通のアクションプラン作成
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「収益基盤」のさらなる強化「収益基盤」のさらなる強化

将来の成長に向けた事業戦略の展開将来の成長に向けた事業戦略の展開

「黒字化」への

目処づけ完了

新たな時代での

躍進・成長へ

新興国
市場

産業
機械
市場

グループ
連携強化

低コスト
小型軽量
技術開発

４．４． まとめまとめ


